
選択する

納付税額の計算方法は？

選択しない

　事業者は、課税期間における課税売上げに係る消費税額から、課税仕入れ等に係る消費税額（以下

「仕入控除税額」）を控除した金額を納付しますが、簡易課税制度を適用する事業者とその他の事業者

とでは、仕入控除税額の計算方法が異なります。

控除税額等の計算は？8
この章では、課税売上げに係る消費税額から差し引くことができる

「仕入控除税額」について説明します。

1. 仕入控除税額の計算方法の選択

●「消費税簡易課税制度選択届出書」を事前に納税地の所轄税務

署長に提出する必要があります。

●簡易課税制度では、「みなし仕入率」により納付税額を計算し

ますので、多額に設備投資を行った場合などで一般課税により

計算すれば還付となる場合であっても、還付を受けることはで

きません。

●簡易課税制度を選択した事業者は、2年間継続した後でなけれ

ば、選択をやめることはできません。

簡易課税一般課税

基準期間の課税売上高が5,000万円以下の事業者は「簡易課税制度」を選択できます。

課税売上げに係る消費税額から課税仕入れ等に係る消費税額を控除して、

納付する消費税額を計算します。

課税売上げに係る消費税額に、事業に応じた一定の「みなし仕入率」を掛けた金額

を課税仕入れ等に係る消費税額とみなして、納付する消費税額を計算します。

簡易課税制度を選択しますか？

■納付税額の計算方法（概要）

簡易課税

一般課税

＝ －課税売上げに
係る消費税額

課税仕入れ等に係る
消費税額（実額）

消費税の
納付税額

＝ －課税売上げに
係る消費税額

課税売上げに
係る消費税額

消費税の
納付税額

留意事項 留意事項

→P29 →P38

× みなし
仕入率

この部分の
計算が異なります

●一般課税により申告する事業者は、課税仕入

れ等の事実を記載した帳簿と請求書等の両方

の保存が必要です（P32参照）。

●帳簿と請求書等の両方の保存がない場合、仕

入れや経費に係る消費税分を控除することが

できませんので、十分ご注意ください。

28 消費税のあらまし　8. 控除税額等の計算は？

「消費税簡易課税制度選択届出書」を原則として、事前に納税
地の所轄税務署長に提出する必要があります。



課税期間が1年に満たない
場合には、1年に満たない課
税期間における課税売上高
を年換算した金額（当該課
税期間月数で除し、これに12
を乗じて計算した金額）と
なります。



仕入控除税額 ＝

　課税仕入れ等に係る消費税額のうち、課税売上げに対応する部分のみが、仕入控除税額とな
ります。

けようとする課税期間の末日までに承認を受ける必要があります。なお、承認申請書を適用を受けよう
とする課税期間の末日までに提出し、同日の翌日から同日以後１月を経過する日までの間に承認を受け
た場合は、当該課税期間の末日においてその承認があったものとみなされます。
　承認審査には一定の期間を要しますので、時間的余裕を持って申請書を提出してください。

　なお、適格請求書等保存方式（インボイス制度）開始後の計算方法については、P75を
ご参照ください。

　課税仕入れ等に係る消費税額のうち、課税売上げに対応する部分のみが、仕入控除税額とな
ります。
　したがって、次の（a）又は（b）の方式で計算した仕入控除税額を、課税期間中の課税売
上げに係る消費税額から控除します。

② 課税期間中の課税売上高が5億円超又は課税売上割合が95％未満の場合

① 課税期間中の課税売上高が5億円以下、かつ、課税売上割合が95％以上の場合

　課税期間中の課税売上げに係る消費税額から、課税仕入れ等に係る消費税額の全額
を控除します。

課税仕入れ等に
係る消費税額

国内における
課税仕入れに
係る消費税額

外国貨物の
引取りに
係る消費税額

＝ ＋

保税地域から引き取った外国貨物に課された、
又は課されるべき消費税額。

課税仕入高の
合計額（税込み）

（標準税率）又は （軽減税率） ×110
7.8

108
6.24

仕入控除税額 ＝



この制限は、令和2年3月31日
までに締結した契約に基づき
令和2年10月１日以後に行わ
れる居住用賃貸建物の課税仕
入れ等については適用されま
せん｡なお､居住用賃貸建物の取
得等に係る消費税額の調整につ
いては､Ｐ37をご参照ください。

とされません（注5）。

○

○
○

消費税及び地方消費税の
確定申告の手引き

個人事業者用

一 般 用

令和4年分
基礎知識

確定申告の準備

申告書を作成する

消費税の
税額計算

地方消費税の
税額計算

申告書（第一表
及び第二表）
の記入

その他の項目

申告と納付

所得税の決算額調整

下書き用申告書等

確定申告の流れ

この社会あなたの税がいきている税務署

この手引きは、消費税の課税事業者である個人事業者の方を対象に、消費税
及び地方消費税の確定申告書（一般用）を作成する要領を説明しています。
この手引きでは、一般的な事項について説明しています。
令和4年分の消費税及び地方消費税の確定申告書の提出期限及び納期限は、
令和5 年３月3 1 日（金）です。
振替納税をご利用の方は、令和5年4月27日（木）が振替日です。

確定申告書は自宅からe-Taxで作成・提出ができます

作成コーナー

国税庁ホームページの「確定申告書等作成コーナー」では、画面の案内に沿って金額等を入力するだけ
で、確定申告書や青色申告決算書・収支内訳書の作成・e-Taxによる送信ができます。
また、自動計算されるので、計算誤りがありません。

◆「確定申告書等作成コーナー」で青色申告決算書・収支内訳書を作成すれば、収入金額や経費の内容等を
引き継いで、確定申告書を作成することができます。

◆作成した申告書は、マイナンバーカードとマイナンバーカード読取対応のスマートフォン（またはICカード
リーダライタ）を用意すれば「e-Tax（電子申告）」を利用して提出できます。

詳しくは、国税庁ホームページをご覧ください。

確定申告でお困りのときは“ふたば”にご相談ください。

確定申告に関する疑問は、国税庁ホームページ
税務相談チャットボットの「税務職員ふたば」にご相談ください。
お問合せ内容をメニューから選択するか、
文字を入力いただくことにより、
人工知能（AI）が自動でお答えします。税務職員ふたば

ご相談はこちら

※　消費税については、令和５年１月下旬頃に相談開始予定

①　割賦又は延払の方法による課税仕入れ又は長期間にわたって使用される減価
償却資産の課税仕入れを行った場合でも、課税仕入れを行った日の属する課税
期間において、その消費税額の全額を課税仕入れ等に係る消費税額に含めます。

②　課税期間の末日に、課税期間中の課税仕入れに係る仕入代金が未払でも、そ
の消費税額をその仕入れた日の属する課税期間の課税仕入れ等に係る消費税額
に含めます。

③　免税事業者や消費者から課税仕入れを行った場合も、仕入代金に　（標準税
率）又は　（軽減税率）を乗じて計算した金額を、課税仕入れ等に係る消費税
額に含めます。
　　なお、適格請求書等保存方式（インボイス制度）の開始後は、免税事業者や
消費者など、適格請求書発行事業者以外の者から行った課税仕入れは、原則と
して課税仕入れ等に係る消費税額に含めません。適格請求書等保存方式（イン
ボイス制度）については、P69をご参照ください。

④　仕入控除税額を個別対応方式で計算できる事業者は、選択により一括比例配
分方式での計算もできますが、一括比例配分方式を選択した場合は、2年間継続
して適用した後の課税期間でなければ、個別対応方式による計算に変更するこ
とはできません（個別対応方式から一括比例配分方式への変更は、特に制限はあ
りません。）。

⑤　仕入控除税額が課税売上げに係る消費税額より多い場合は、申告により、控
除できない消費税額（差額）の還付が受けられます。

7.8
110

6.24
108



注6

注7

注8

注9

注10
小売業、飲食店業、タクシー
業等不特定多数の者に対し資
産の譲渡等を行う事業者から
交付を受ける書類で、これら
の事業に係るものについては
⑤の記載が省略されていても
差し支えありません。

詳しくは、国税庁ホームペー
ジの「消費税法改正のお知ら
せ（平成31年４月）（令和４
年７月改訂）」をご参照くださ
い。

　消費税等の税率は標準税率（10％）と
軽減税率（8％）の複数税率ですので、事
業者の方は、消費税等の申告等を行う
ために、取引等を税率の異なるごとに
区分して記帳するなどの経理（区分経
理）を行う必要があります。
　課税仕入れ等に係る消費税額を控除
（仕入税額控除）するには、課税仕入れ
等の事実を記録し、区分経理に対応し
た帳簿及び事実を証する請求書等の
両方の保存が必要となります（注６）。これらの両方が保存されていな
い場合（注７）（注８）は、保存されていない課税仕入れ等に係る消費税額
は控除の対象となりません。
　なお、令和5年9月30日までに行われた課税仕入れについては、
区分記載請求書等の保存が必要であり（区分記載請求書等保存方
式）、令和5年10月1日以後に行われた課税仕入れについては、適格
請求書（インボイス）等の保存が必要となります（適格請求書等
保存方式（インボイス制度））。

①課税仕入れの相手方の氏名又は名称（注9）、②課税仕
入れを行った年月日、③課税仕入れの内容（軽減税率の
対象品目である旨）、④課税仕入れの対価の額

①引取年月日、②課税貨物の内容、③課税貨物の引取り
に係る消費税額及び地方消費税額又はその合計額

課税仕入れ等に係る消費税額の
控除には

両方の保存が必要です。

帳簿の記載事項

課税仕入れ

課税貨物
（輸入）

（課税仕入れについて相手方が発行した請求書、納品書等）
①書類作成者の氏名又は名称、②課税資産の譲渡等を行
った年月日、③課税資産の譲渡等の内容（軽減税率の対
象品目である旨）、④税率ごとに区分して合計した課税
資産の譲渡等の税込対価の額、⑤書類の交付を受ける事
業者の氏名又は名称（注10）

（課税仕入れを行った事業者が作成した仕入明細書、仕入
計算書等で、記載事項について相手方の確認を受けたもの）
①書類作成者の氏名又は名称、②課税仕入れの相手方の
氏名又は名称、③課税仕入れを行った年月日、④課税仕
入れの内容（軽減税率の対象品目である旨）、⑤税率ご
とに区分して合計した課税仕入れの税込対価の額

区分記載請求書等の記載事項

課
税
仕
入
れ

請
求
書
・

納
品
書
等

仕
入
明
細
書
・

仕
入
計
算
書
等

（税関長から交付を受けた輸入許可書等）
①保税地域の所轄税関長、②引取り可能になった年月日、③課
税貨物の内容、④課税貨物の価額並びに消費税額及び地方消費
税額、⑤書類の交付を受ける事業者の氏名又は名称

課
税
貨
物

（
輸
入
） 

帳簿 請求書等

　適格請求書（インボイス）等の記載事項については、P69をご参
照ください。

簡易課税制度（参照→P38）
を選択している場合、課税売
上高から納付する消費税額を
計算することから、請求書等
の保存は、仕入税額控除の要
件ではありません。



（注11）

（注11）

注11

21注 21注

31注 31注

注14

消費税の申告期限の特例（参
照→P53）の適用を受けて
いる法人は、その適用によ
り延長された申告期限の翌
日から７年間となります。

　免税事業者からの仕入れについても、仕入税額控除を行うためには、区分記載請求書等
の保存が必要です。
　したがって、免税事業者であっても、課税事業者に軽減税率の対象となる商品を販売す
る場合、相手方（買手）から区分記載請求書等の交付を求められることがあります。
　なお、適格請求書等保存方式（インボイス制度）の開始後は、免税事業者からの課税仕
入れは、原則として仕入税額控除を行うことができません。適格請求書等保存方式（イン
ボイス制度）については、P69をご参照ください。　　

　課税仕入れに係る支払対価の額の合計額が3万円未満の場合は、
請求書等の保存は不要です。法定事項が記載された帳簿のみ保存す
ればよいこととされています。（注12）

課税仕入れに係る支払対価の額の合計額が3万円未満の場合は……

　課税仕入れに係る支払対価の額の合計額が3万円以上の場合でも、
請求書等の交付を受けなかったことについてやむを得ない理由（注13）
があるときは、法定事項を記載した帳簿にその理由及び課税仕入れ
の相手方の住所又は所在地を記載することにより、適用要件を満た
しているものとして取り扱われます。（注14）

※適格請求書等保存方式（インボイス制度）の開始後は、これらの特
例は廃止されます。ただし、適格請求書（インボイス）等の交付を
受けることが困難な取引など、一定の場合には、適格請求書（イン
ボイス）等の保存は不要です。詳しくは、P74をご参照ください。

課税仕入れに係る支払対価の額の合計額が3万円以上の場合でも……



X.7.1

X.7.1

X.7.1

X.7.1

X.7.1

X.7.1



［5］区分記載請求書等の記載について

区分して

の異なる

税込

15
（注15）

（××年11月２日取引分）

　適格請求書（インボイス）の記載例については、P69をご参照ください。



　令和５年10月１日から、仕入税額控除の方式として「適格請求書等保存方式」（いわゆるインボ
イス制度）が導入されます。適格請求書等保存方式の下では、「適格請求書発行事業者」が交付す
る「適格請求書」（いわゆるインボイス）等と帳簿の保存が仕入税額控除の要件となります。
　詳しくは、P69をご参照ください。

適格請求書等保存方式の導入（令和５年10月１日～）！

（注16）

（注17）

注16

注17

開始

　仕入先から交付された請求書等に、「軽減税率の対象品目である旨」や「税率ごとに区分して合

計した税込対価の額」の記載がないときは、これらの項目に限って、交付を受けた事業者自らが、

その取引の事実に基づき追記することができます。

　なお、適格請求書等保存方式（インボイス制度）の開始後は、適格請求書（インボイス）の交付を

受けた事業者自らが記載事項を修正したり、追記したりすることは認められなくなります。詳しく

は、P74をご参照ください。　　



（注20）

（注18） （注19）

（注21）

注18

注19

注20

注21



［4］課税事業者が免税事業者となる場合の調整

　課税事業者が免税事業者となる課税期間の直前の課税期間に仕入れた課税仕入れ等に係

る棚卸資産を、その直前の課税期間の末日において所有している場合
　→　その棚卸資産についての課税仕入れ等の税額は、その直前の課税期間における仕入控除税額

　　の計算の対象にすることはできません。

［5］免税事業者が課税事業者となった場合の調整

　免税事業者が課税事業者となる日の前日において所有する棚卸資産のうち、納税義務が

免除されていた期間中の課税仕入れ等に係るものがある場合
　→　その棚卸資産についての課税仕入れ等の税額は、課税事業者となった課税期間の課税仕入れ

　　等に係る消費税額とみなして仕入控除税額の計算の対象となります。

課税事業者 免税事業者

仕入税額控除の
対象になりません

課税期間の末日において
所有している場合

課税仕入れ等に
係る棚卸資産

免税事業者 課税事業者

●その棚卸資産が、免税事業者であった期間中の課税仕入れ等に該当すること。

●その棚卸資産の明細を記載した書類を、事業者が保存していること。

仕入税額控除の対象になります

課税期間の初日の前日に所有している場合

〈
要
件
〉

課税仕入れ等に
係る棚卸資産

3. 簡易課税制度による計算方法

［1］必要な条件

　簡易課税制度とは、課税売上高から納付する消費税額を計算する制

度です。

　具体的には、課税期間における課税標準額に対する消費税額に、み

なし仕入率を掛けて計算した金額が仕入控除税額となります。

　したがって、実際の課税仕入れ等に係る消費税額を計算する必要は

なく、課税売上高のみから納付する消費税額を算出することができます。

　簡易課税制度の適用を受けるには、次の要件を全て満たす必要
があります。
　①　その課税期間の基準期間における課税売上高が5,000万円
　　　以下であること。
　②　「消費税簡易課税制度選択届出書」を適用を受けようとす

る課税期間の初日の前日までに納税地の所轄税務署長に提
出していること。

参照→みなし仕入率は
Ｐ39

38 消費税のあらまし　8. 控除税額等の計算は？

　具体的には、課税期間における課税標準額に対する消費税額に、

みなし仕入率を掛けて計算した金額が仕入控除税額となります。



R2.1.1 ～R2.12.31 R4 R4R3 R3

R2.4.1 ～R3.3.31 R3 R4 R4 R5

注22

注23

注24

注25

（注22）
（注23）

（注24）

（注25）

X1.1.1 ～X1.12.31 X3 X3X2 X2

X1.4.1 ～X2.3.31 X2 X3 X3 X4

（飲食店業等）



［3］仕入控除税額の計算

　第一種事業から第六種事業までのうち、2種類以上の事業を営む事業者の仕入控除税額
の計算は、次のとおりです。
　原則的な計算方法は、（イ）のとおりですが、次ページの（ロ）又は（ハ）の適用が認
められています。

　また、次のいずれにも該当しない場合には、次の算式により計算することもできます。
●貸倒回収額がある場合
●売上対価の返還等がある場合で、各種事業に係る消費税額からそれぞれの事業の売上対
価の返還等に係る消費税額を控除して控除しきれない場合

　①　1種類の事業のみを営む事業者

　第一種事業から第六種事業までのうち、1種類の事業のみを営む
事業者は、課税期間の課税標準額に対する消費税額に、該当する事
業のみなし仕入率を掛けた金額が仕入控除税額となります。

　仕入控除税額の計算は次のようになります。

　②　2種類以上の事業を営む事業者

簡易課税制度による仕入控
除税額の計算をする場合の
課税標準額に対する消費税
額とは、売上対価の返還等
に係る消費税の合計額を控
除した残額をいいます。

注26

仕入控除税額 みなし仕入率
課税標準額に対す
る消費税額（注26）＝ ×

■1種類の事業のみを営む場合の算式

2種類以上の事業を営んでいる場合……

　事業区分は取引ごとに判定し、いずれかに区分します。
　このため、2種類以上の事業を営む事業者は、課税売上げを事業
の種類ごとに区分する必要があります。

　小売業者が、他の者から仕入れた商品の小売と併せて自己
において製造した商品を消費者に販売しているような場合
→　事業内容が小売業（第二種事業）と製造小売業（第三種
事業）に該当するので、それぞれの課税売上げについて区
分する必要があります。

も っ と く わ し く

例

参照→事業の区分方法は
Ｐ42

　第一種事業から第六種事業までのうち、2種類以上の事業を営む事業者の仕入控除
税額の計算は、次のとおりです。

（イ）原則的な計算方法

仕入控除税額
課税標準額に対す
る消費税額（注26）＝ ×

仕入控除税額 ＝

＋

＋ ＋ ＋ ＋

90％

第一種事業に
係る消費税額

×
＋

80％

第二種事業に
係る消費税額

×
＋

70％

第三種事業に
係る消費税額

×
＋

60％

第四種事業に
係る消費税額

× 50％

第五種事業に
係る消費税額

第一種事業に
係る消費税額

第二種事業に
係る消費税額

第三種事業に
係る消費税額

第四種事業に
係る消費税額

第五種事業に
係る消費税額 ＋

第六種事業に
係る消費税額

×
＋

40％

第六種事業に
係る消費税額

×

＋
90％

第一種事業に
係る消費税額

×
＋

80％

第二種事業に
係る消費税額

×
＋

70％

第三種事業に
係る消費税額

×
＋

60％

第四種事業に
係る消費税額

× 50％

第五種事業に
係る消費税額

×
＋

40％

第六種事業に
係る消費税額

×

■2種類以上の事業を営む場合の原則的な算式



　その2種類の事業のうち、みなし仕入率の高い方の事業に係る課税売上高は、そのみな
し仕入率を適用し、その事業以外の課税売上高は、その2種類の事業のうち低い方のみな
し仕入率を適用することができます。

　また、次のいずれにも該当しない場合には、次の算式により計算することもできます。
●貸倒回収額がある場合
●売上対価の返還等がある場合で、各種事業に係る消費税額からそれぞれの事業の売上対
価の返還等に係る消費税額を控除して控除しきれない場合

　卸売業（第一種事業）、小売業（第二種事業）、サービス業（第五種事業）の3種類の事業を兼
業している事業者の場合、それぞれの事業に係る課税売上高の割合が、卸売部分100分の45、小
売部分100分の35、サービス部分100分の20の場合には、卸売部分の課税売上高については第
一種事業のみなし仕入率である90％を、残りの小売及びサービス部分の課税売上高の合計につい
ては第二種事業のみなし仕入率である80％を適用することができます。

（ハ）第一種事業から第六種事業までのうち、3種類以上の事業を営む事業者で、2種類の事業に
係る課税売上高の合計が全体の課税売上高の75％以上を占める場合

仕入控除税額
課税標準額に対す
る消費税額（P40注26）＝ ×

（　　　　　）－＋90％
第一種事業
に係る
消費税額

× 80％
課税売上げ
に係る
消費税額

第一種事業
に係る
消費税額

×

（　　　　 ）－＋90％
第一種事業
に係る
消費税額

× 80％
課税売上げ
に係る
消費税額

第一種事業
に係る
消費税額

×

課税売上げに係る消費税額

卸売業
（第一種事業）

小売業
（第二種事業）

サービス業
（第五種事業）

45

100
課
税
売
上
高

35

100

20

100

仕入控除税額 ＝

75
％
以
上

適用する
みなし仕入率
90 ％

適用する
みなし仕入率
80 ％

■3種類以上の事業を営む場合の算式（上記の例の場合）

例

　75％以上を占める事業のみなし仕入率を全体の課税売上高に対し適用することがで
きます。

　卸売業（第一種事業）と小売業（第二種事業）を兼業している事業者の場合、課税売上高
が卸売部分100分の80、小売部分100分の20の場合は、その課税売上高の全体について第
一種事業のみなし仕入率である90％を適用することができます。

（ロ）第一種事業から第六種事業までのうち、2種類以上の事業を営む事業者で、1種類の事
業に係る課税売上高が全体の課税売上高の75％以上を占める場合

仕入控除税額
課税標準額に対す
る消費税額（P40注26）

75％以上を占める

事業のみなし仕入率＝ ×

■2種類以上の事業を営む場合の算式
（1種類の事業に係る課税売上高が全体の課税売上高の75％以上を占める場合）

例





消費税簡易課税
制度選択届出書

消費税簡易課税
制度選択届出書
消費税簡易課税
制度選択届出書

　ただし、簡易課税制度の適用を受けている事業者は、2年間継続して適用した後の課税期間でなけれ
ば、その適用をやめることはできません。

　ただし、事業を開始した課税期間や簡易課税制度を適用し
ている被相続人、被合併法人又は分割法人の事業を相続、吸
収合併又は吸収分割により承継した課税期間である場合は、
その課税期間中に提出すれば、その課税期間から簡易課税制
度の適用を受けることができます。
　また、
・　免税事業者が令和５年10月１日から令和11年９月30日ま
での日の属する課税期間に適格請求書発行事業者の登録を
受け、登録を受けた日から課税事業者となる場合（P76参
照）で、その課税期間から簡易課税制度の適用を受ける旨を記載した届出書をその課税期間中に提出
した場合
・　２割特例（P75参照）の適用を受けた適格請求書発行事業者が、その適用を受けた課税期間の翌課税
期間中に、簡易課税制度の適用を受ける旨を記載した届出書を提出した場合
には、その課税期間から簡易課税制度の適用を受けることができます。

消費税簡易課税
制度選択届出書

　事業者が簡易課税制度の適用を受けるには、原則として、適用を受けようとする課税期間の初日の前日ま
でに「消費税簡易課税制度選択届出書」を納税地の所轄税務署長に提出する必要があります。（災害時の
特例についてはP61を参照）

　簡易課税制度の適用を受けている事業者が、その適用をやめようとする場合は、原則として、課税期間
の初日の前日までに「消費税簡易課税制度選択不適用届出書」を納税地の所轄税務署長に提出する必要があ
ります。（災害時の特例についてはP61を参照）

設備投資が予定されているため、消
費税の還付を受けようとする場合

還付を受けようとする課税期間の前課税期間の末日までに
「消費税簡易課税制度選択不適用届出書」を提出する。

●簡易課税制度を選択しようとするとき……

●簡易課税制度の選択をやめようとするとき……

例
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注28

注29

注30

（注27）

（注28）

（注30）

（注27）

（注29）

令和４年分

 

消費税及び地方消費税の
確定申告の手引き
個人事業者用

簡易課税用

この社会あなたの税がいきている税務署

○ この手引きは、消費税の課税事業者である個人事業者の方を対象に、消費税及
び地方消費税の確定申告書（簡易課税用）を作成する要領を説明しています。

○ この手引きでは、一般的な事項について説明しています。
○ 令和４年分の消費税及び地方消費税の確定申告書の提出期限及び納期限は
令和５年３月31日（金）です。
振替納税をご利用の方は、令和５年４月27日（木）が振替日です。

基礎知識

確定申告の準備

申告書を作成する

消費税の
税額計算

地方消費税の
税額計算

申告書（第一表
及び第二表）
の記入

その他の項目

申告と納付

所得税の決算額調整

下書き用申告書等

確定申告の流れ

※　消費税については、令和５年１月下旬頃に相談開始予定

確定申告でお困りのときは“ふたば”にご相談ください。

確定申告に関する疑問は、国税庁ホームページ
税務相談チャットボットの「税務職員ふたば」にご相談ください。
お問合せ内容をメニューから選択するか、
文字を入力いただくことにより、
人工知能（AI）が自動でお答えします。税務職員ふたば

ご相談はこちら

確定申告書は自宅からe-Taxで作成・提出ができます

作成コーナー

国税庁ホームページの「確定申告書等作成コーナー」では、画面の案内に沿って金額等を入力するだけ
で、確定申告書や青色申告決算書・収支内訳書の作成・e-Taxによる送信ができます。

◆簡易課税制度を適用している方は、「確定申告書等作成コーナー」で確定申告書を作成する際に、売上
（収入）金額等の入力をすると、税額等が自動計算されるため、計算誤りがありません。

◆作成した申告書は、マイナンバーカードとマイナンバーカード読取対応のスマートフォン（またはICカード
リーダライタ）を用意すれば「e-Tax（電子申告）」を利用して提出できます。

詳しくは、国税庁ホームページをご覧ください。


